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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期

会計期間

自平成18年
４月１日
至平成18年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
４月１日
至平成19年

12月31日

売上高 （千円） 4,549,759 － 4,771,431 11,382,343 6,718,426

経常利益又は経常損失（△） （千円） 341,475 － △1,238,956 849,471 222,406

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）
（千円） 193,180 － △2,018,886 415,918 △361,391

純資産額 （千円） 4,138,553 － 1,757,958 4,357,764 3,871,384

総資産額 （千円） 8,349,819 － 5,533,760 7,512,092 6,535,573

１株当たり純資産額 （円） 158.90 － 67.51 167.32 148.66

１株当たり中間（当期）純利益又

は中間（当期）純損失（△）
（円） 7.42 － △77.53 15.97 △13.88

潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 49.6 － 31.8 58.0 59.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 328,609 － 4,043 265,895 41,419

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,014,868 － △147,460 △1,279,814 △739,697

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △103,072 － △89,521 △104,681 △116,267

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 1,915,082 － 538,331 1,585,814 771,269

従業員数 （人） 616 － 642 606 634

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．第39期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期

会計期間

自平成18年
４月１日
至平成18年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
４月１日
至平成19年

12月31日

売上高 （千円） 4,507,376 － 4,694,848 11,309,050 6,637,845

経常利益又は経常損失（△） （千円） 327,614 － △1,236,607 837,643 217,666

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）
（千円） 184,677 － △2,294,204 408,699 △108,444

資本金 （千円） 1,302,591 － 1,302,591 1,302,591 1,302,591

発行済株式総数 （株） 26,051,832 － 26,051,832 26,051,832 26,051,832

純資産額 （千円） 4,120,476 － 1,718,794 4,340,970 4,107,537

総資産額 （千円） 8,306,571 － 5,474,606 7,478,653 6,469,291

１株当たり純資産額 （円） 158.20 － 66.00 166.68 157.73

１株当たり中間（当期）純利益

又は中間（当期）純損失（△）
（円） 7.09 － △88.10 15.69 △4.16

潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － 4.5 3.5

自己資本比率 （％） 49.6 － 31.4 58.0 63.5

従業員数 （人） 612 － 635 602 627

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．第39期中は、決算期変更により半期報告書を作成していないため記載しておりません。

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

半期報告書

 3/53



２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。又、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、平成20年８月26日付けで当社の親会社であるエレクトロニック・データ・システムズ・コーポレーション

（ＥＤＳ）は、アメリカ合衆国カリフォルニア州に本社を置くヒューレット・パッカードに買収され議決権の被所有

割合100％の完全子会社となっております。

事業系統図
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３【関係会社の状況】

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事　　業　　の　　種　　類 従　　業　　員　　数　　（人）

情報サービス 642

　（注）　従業員数は就業人員であり、嘱託、出向者及び臨時従業員は含めておりません。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 635

　（注）　従業員数は就業人員であり、嘱託、出向者及び臨時従業員は含めておりません。

(3）労働組合の状況

　労働組合は、結成されておりません。
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第２【事業の状況】
　当社は、平成19年６月28日に開催された第38期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を従来の３

月31日から12月31日に変更いたしました。これに伴い、前中間連結会計期間は中間連結財務諸表を作成しておりませ

ん。従いまして前年同期比は算出しておりません。

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライム問題に端を発した米国経済の景気後退懸念や、原

油及び原材料価格の高騰などにより、企業部門での設備投資計画の伸びが鈍化し、景気の足取りが一層弱まって推

移いたしました。

　情報サービス産業におきましては、厳しい経済状況のなか、各企業の情報化に関する投資は抑制傾向であり経費も

削減傾向にあります。特にソフトウェア開発によるソリューションビジネス分野では、大型プロジェクト数が減少

傾向にあり、加えて価格低減圧力もあって、非常に厳しい舵取りを求められております。

　このような状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社）においては、重点分野である自治体、リレーション、

テレコム及び各支店における従来のビジネスは堅調に推移いたしました。特に自治体ビジネスにおいては、行政運

営支援サービス（FAST－Web版）の実績や信頼を基に、新規案件の獲得に成功いたしました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は4,771百万円となりました。

　しかし、短納期へのリスク対応が十分でなかったなどのために、不採算プロジェクトが発生し、追加作業に係る原

価219百万円及び瑕疵補修費用引当金42百万円を計上するにいたりました。さらに、一部の取引先の信用懸念から貸

倒引当金669百万円及び受注損失引当金343百万円を計上した結果、営業損失は1,250百万円、経常損失は1,238百万円

となりました。

　従業員に対する退職一時金制度及び規約型確定給付企業年金制度を平成20年３月31日に廃止し、平成20年４月１

日に確定拠出年金制度に移行したことによって退職給付制度移行益452百万円を特別利益に計上した一方で、不採

算事業の整理縮小を含めた見直しにより、動画広告サービス事業及び通信制高校向けASPサービス事業から撤退す

ることといたしました。そこで動画広告サービス事業については減損損失264百万円、ASPサービス事業については

リース解約損失引当金550百万円を特別損失に計上しました。また、繰延税金資産の回収可能性を検討した結果、繰

延税金資産に係る評価性引当額が増加したことにより、法人税等調整額を371百万円計上いたしました。これらの結

果、中間純損失は2,018百万円となりました。

　以上のような経営環境のもと既存のビジネスを維持しながら、この困難な状況を克服し、再び成長軌道に乗せるた

め、現在、社長直轄プロジェクトとして「再成長戦略の策定」、「財務体質の健全化」、「リスク管理体制の強化」

を強力に推進しております。

  サービス品目別の業績は次のとおりです。

①　アプリケーションソフトウェア開発

アプリケーションソフトウェア開発は、主に官公庁、金融業および通信、流通、製造業などの業務向けソフト

ウェアの開発が中心であります。当中間連結会計期間におきましては、売上高は3,735百万円となりました。

②　パッケージソフトウェア開発

パッケージソフトウェア開発は、主に自治体を中心とする行政運営支援サービス（FAST－Web版）のソフト

ウェアの開発が中心であります。当中間連結会計期間におきましては、自治体の会計年度に合わせたサービス

が主体となり、売上高は611百万円になりました。

③　コンピュータ機器等販売

コンピュータ機器等販売は、主に自治体および一般企業を取引先として、コンピュータ機器のその周辺機器

やネットワーク製品を中心とした販売が中心であります。当中間連結会計期間におきましては、パッケージソ

フト同様、会計年度に合わせた商談が主体となり、売上高は424百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純損失1,641百

万円に加え退職給付引当金の減少や売上債権が増加した一方で、貸倒引当金が増加し、リース解約損失引当金が増

加したこと等により前連結会計年度末に比べ232百万円の減少となりました。その結果、当中間連結会計期間の資金

残高は538百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は４百万円となりました。これは主に税金等調整前中間純損失1,641百万円に加

え、退職給付引当金の減少836百万円、売上債権の増加498百万円等の減少要因が発生した一方で、貸倒引当金の増

加669百万円、リース解約損失引当金の増加502百万円、受注損失引当金の増加343百万円、長期未払金の増加285百

万円、仕入債務の増加271百万円、たな卸資産の減少265百万円、減損損失264百万円等による増加要因があったこ

とによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は147百万円となりました。これは主に賃貸不動産の売却による収入９百万円を

上回る、有形固定資産の取得による支出81百万円、無形固定資産の取得による支出71百万円等があったことによ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は89百万円となりました。これは主に配当金の支払による支出89百万円等があっ

たことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　ソフトウェア開発分野におきましては、ソフトウェアの受注生産を行っており、コンピュータ機器等の販売分野にお

きましてはネットワーク機器等の商品の仕入、販売を行っております。

(1）生産実績

　当中間連結会計期間の生産実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

アプリケーションソフトウェア開発 3,387,680 －

パッケージソフトウェア開発 373,365 －

合計 3,761,046 －

　（注）１．生産実績額は、製造原価で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）外注実績

　当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は、製造過程において、ソフトウェア開発の一部を外注に依存し

ております。

　当中間連結会計期間の外注実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

アプリケーションソフトウェア開発 1,455,200 －

パッケージソフトウェア開発 52,936 －

合計 1,508,137 －

　（注）１．外注実績額は、製造原価で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）商品仕入実績

　当中間連結会計期間の商品仕入実績は次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

コンピュータ機器等販売 427,514 －

合計 427,514 －

　（注）１．金額は、実際仕入原価で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）受注状況

　当中間連結会計期間の受注状況をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

アプリケーションソフトウェア開発 4,725,526 － 2,116,883 －

パッケージソフトウェア開発 548,417 － 1,103,828 －

コンピュータ機器等販売 299,949 － 270,542 －

合計 5,573,894 － 3,491,255 －

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(5）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績をサービス品目の種類別に示すと、次のとおりであります。

区分 金額（千円） 前年同期比（％）

アプリケーションソフトウェア開発 3,735,210 －

パッケージソフトウェア開発 611,962 －

コンピュータ機器等販売 424,258 －

合計 4,771,431 －

　（注）１．当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の　　

　　　とおりであります。

　相手先

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％）

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 1,327,453 27.8

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

  なお、目標とする経営指標及び中長期経営戦略の達成のためには、以下の取り組みが不可欠と考えております。

 ①「再成長戦略の策定」

・ 既存のお客様の深耕

・ 新規のお客様の獲得

・ サービスラインアップの拡充

 ②「財務体質の健全化」

・ 全社的業務効率の改善

・ デリバリーモデルの最適化

・ オフショアの拡大

 ③「リスク管理体制の強化」

・ 法令及び社内規定の遵守

・ コーポレートガバナンスの徹底

・ リスク査定の実施

　当社グループは、今後の情報サービス産業界に予想される情報化投資の一巡化による市場の圧縮や、一部大規模企業

による寡占化にいち早く対応するため、これらの課題に対処していくと共に法令及び社内規定遵守といった管理面で

の充実を図り、お客様、株主様からより大きな信頼を得られるように努めてまいります。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

  当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種　　　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 98,000,000

計 98,000,000

②　【発行済株式】

種　　類

中間会計期間末現在

発行数（株）

（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成20年10月24日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内　　容

普通株式 26,051,832 同左　 ジャスダック証券取引所 ―

計 26,051,832 同左　 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成20年１月１日 

 ～ 

 平成20年６月30日 

－ 26,051,832 － 1,302,591 － 1,883,737
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年６月30日現在

氏　名　又　は　名　称 住　　　　　　所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エレクトロニック・データ・

システムズ・コーポレーショ

ン

アメリカ合衆国テキサス州プレイノ市レガ

シー・ドライブ5400
13,973 53.64

安岡　彰一 東京都港区 949 3.65

ジャパンシステム社員持株会 東京都渋谷区代々木一丁目22番１号 705 2.71

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 526 2.02

日本マルチメディア株式会社 東京都港区西麻布一丁目２番12号Ｅ-101 395 1.52

佐々木　雄也 京都府京都市左京区 371 1.42

倉持　卓司 埼玉県坂戸市 183 0.70

坂田　憲昭 北海道旭川市 125 0.48

安岡　孝文 神奈川県横浜市緑区 124 0.48

安岡　英理子　 神奈川県横浜市緑区 124 0.48

安岡　亜蘭　 神奈川県横浜市緑区 124 0.48

計 － 17,602 67.56
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区　　　　　　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,000 － －

完全議決権株式（その他）（注） 普通株式 26,023,000 26,023 －

単元未満株式 普通株式 18,832 － －

発行済株式総数 26,051,832 － －

総株主の議決権 － 26,023 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式31,000株が含まれております。

又、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係わる議決権の数31個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名　　又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ジャパンシステム

株式会社

東京都渋谷区代々木

一丁目22番１号
10,000 － 10,000 0.04

計 － 10,000 － 10,000 0.04

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 202 183 200 196 256 228

最低（円） 143 160 173 172 192 193

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

　該当事項はありません。

 

(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長 － 知場　訓久 平成20年７月31日

(3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 － 取締役 －
ケリー　ジュールス　

パーセル
平成20年８月１日

取締役　 顧問　 取締役副社長　 －　 浅田　勇一　 平成20年８月１日　

取締役 顧問 取締役 人事総務本部長 韮沢　英也 平成20年８月１日
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

(3）当社は、平成19年６月28日開催の第38期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月31日から

12月31日に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度及び前事業年度は、平成19年４月１日から平成19年12月

31日までの９ヶ月間となったため、中間連結財務諸表及び中間財務諸表を作成しておりません。従って、前中間連結

会計期間及び前中間会計期間の記載を省略しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年

６月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間財

務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   538,331   771,269  

２．売掛金   1,503,821   1,005,458  

３．たな卸資産   833,169   1,098,393  

４．未収還付法人税等   －   19,375  

５．未収入金   458,839   456,296  

６．繰延税金資産   206,288   212,835  

７．短期貸付金   500,000   500,000  

８．その他 ※１  196,354   65,986  

貸倒引当金   △672,586   △3,136  

流動資産合計   3,564,218 64.4  4,126,478 63.1

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産 ※２       

(1）賃貸資産  93,108   46,465   

(2）建物  79,329   86,886   

(3）工具器具及び備品  61,814   214,267   

(4）土地  25,229 259,481  25,229 372,848  

２．無形固定資産        

(1）賃貸ソフトウェア  97,701   70,611   

(2）ソフトウェア  89,807   90,339   

(3）ソフトウェア仮勘定  28,002   11,775   

(4）その他  9,348 224,859  9,348 182,074  

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券  185,153   187,181   

(2）保証金  295,803   294,415   

(3）賃貸不動産  －   10,765   

(4）長期性預金  1,000,000   1,000,000   

(5）破産更生債権等  10,859   12,472   

(6）繰延税金資産  －   356,976   

(7）その他  28,145   28,732   

貸倒引当金  △34,759 1,485,201  △36,372 1,854,171  

固定資産合計   1,969,542 35.6  2,409,094 36.9

資産合計   5,533,760 100.0  6,535,573 100.0
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当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   694,565   423,068  

２．未払金   329,565   280,710  

３．未払法人税等   14,789   5,150  

４．前受金   570,619   441,042  

５．預り金   270,719   108,177  

６．１年以内リース資産減損勘定   34,088   －  

７．賞与引当金   59,581   66,757  

８．受注損失引当金   343,200   －  

９．１年以内リース解約損失引当金   96,370   －  

10．１年以内事業整理損失引当金   2,741   －  

11．瑕疵補修費用引当金   42,000   －  

12．その他 ※１  63,601   72,408  

流動負債合計   2,521,842 45.5  1,397,314 21.4

Ⅱ　固定負債        

１．長期未払金   305,362   19,788  

２．リース資産減損勘定   90,902   －  

３．繰延税金負債   6,100   －  

４．退職給付引当金   －   836,386  

５．リース解約損失引当金   816,834   410,700  

６．事業整理損失引当金　   7,310   －  

７．その他   27,450   －  

固定負債合計   1,253,960 22.7  1,266,874 19.4

負債合計   3,775,802 68.2  2,664,189 40.8

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   1,302,591 23.5  1,302,591 19.9

２．資本剰余金   1,883,737 34.0  1,883,737 28.8

３．利益剰余金   △1,442,190 △26.0  667,841 10.2

４．自己株式   △3,277 △0.0  △3,173 △0.0

株主資本合計   1,740,860 31.5  3,850,997 58.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   17,097 0.3  20,386 0.3

評価・換算差額等合計   17,097 0.3  20,386 0.3

純資産合計   1,757,958 31.8  3,871,384 59.2

負債純資産合計   5,533,760 100.0  6,535,573 100.0

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

半期報告書

18/53



②【中間連結損益計算書】

  
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   4,771,431 100.0  6,718,426 100.0

Ⅱ　売上原価   4,164,503 87.3  5,367,249 79.9

売上総利益   606,928 12.7  1,351,176 20.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,857,726 38.9  1,145,388 17.0

営業利益又は営業損失（△）   △1,250,798 △26.2  205,788 3.1

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  4,240   7,988   

２．受取配当金  4,226   3,931   

３．債務整理益  2,439   －   

４．その他  2,145 13,051 0.2 5,824 17,743 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１．原状回復費  1,131   685   

２．その他  78 1,210 0.0 440 1,125 0.0

経常利益又は経常損失（△）   △1,238,956 △26.0  222,406 3.3

Ⅵ　特別利益        

１．前期損益修正益 ※２ 5,510   －   

２．退職給付制度移行益  452,526   －   

３．本社移転費用引当金戻入益  －   20,494   

４．その他  9,460 467,496 9.8 － 20,494 0.3

        

Ⅶ　特別損失        

１．前期損益修正損 ※３ 8,600   －   

２．固定資産売却損 ※４ 1,000   400   

３．固定資産除却損 ※５ 520   4,969   

４．減損損失 ※６ 264,434   －   

５．リース解約損失引当金繰入額 ※７ 550,689   410,700   

６．事業整理損失引当金繰入額 ※８ 10,051   －   

７．その他  35,000 870,297 18.2 1,351 417,421 6.2

税金等調整前中間（当期）純損
失（△）

  △1,641,757 △34.4  △174,520 △2.6

法人税、住民税及び事業税  5,257   10,169   

法人税等調整額  371,871 377,128 7.9 176,701 186,870 2.8

中間（当期）純損失（△）   △2,018,886 △42.3  △361,391 △5.4
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 667,841 △3,173 3,850,997

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当　   △91,145  △91,145

中間純損失   △2,018,886  △2,018,886

自己株式の取得    △103 △103

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
    －

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － △2,110,032 △103 △2,110,136

平成20年６月30日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 △1,442,190 △3,277 1,740,860

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年12月31日　残高

（千円）
20,386 20,386 3,871,384

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当　  － △91,145

中間純損失  － △2,018,886

自己株式の取得  － △103

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）
△3,289 △3,289 △3,289

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△3,289 △3,289 △2,113,425

平成20年６月30日　残高

（千円）
17,097 17,097 1,757,958

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成19年４月１日　至平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 1,146,432 △2,509 4,330,252

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △117,199  △117,199

当期純損失   △361,391  △361,391

自己株式の取得    △664 △664

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
    －

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － △478,590 △664 △479,255

平成19年12月31日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 667,841 △3,173 3,850,997

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
27,511 27,511 4,357,764

連結会計年度中の変動額    
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

剰余金の配当  － △117,199

当期純損失  － △361,391

自己株式の取得  － △664

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△7,124 △7,124 △7,124

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
△7,124 △7,124 △486,380

平成19年12月31日　残高

（千円）
20,386 20,386 3,871,384
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間（当期）純損失（△）  △1,641,757 △174,520

減価償却費  55,671 61,028

無形固定資産償却額  25,643 32,633

賞与引当金の減少額  △7,176 △213,115

受注損失引当金の増加額  343,200 －

瑕疵補修費用引当金の増加額  42,000 －

役員賞与引当金の減少額  － △2,700

本社移転引当金の減少額  － △99,246

退職給付引当金の減少額  △836,386 △60,227

リース解約損失引当金の増加額  502,504 410,700

事業整理損失引当金の増加額  10,051 －

貸倒引当金の増加額（△減少額）  669,450 △8,364

受取利息及び受取配当金  △8,467 △11,919

固定資産除却損  520 4,969

固定資産売却損  1,000 400

減損損失  264,434 －

売上債権の減少額（△増加額）  △498,362 785,387

未収入金の増加額  △2,543 △387,632

たな卸資産の減少額(△増加額）  265,223 △10,186

前渡金の増加額  △122,786 △48

仕入債務の増加額（△減少額）  271,497 △335,668

未払金の増加額  47,127 2,146

前受金の増加額  129,576 52,055

預り金の増加額  162,542 41,918

預り保証金の減少額  － △140,265

長期未払金の増加額  285,574 37,486

未払消費税等の増加額（△減少額）  30,096 △9,389

その他  △11,984 △21,615

小計  △23,349 △46,172

利息及び配当金の受取額  8,283 8,634

法人税等の支払額  △401 △31,422

法人税等の還付額  19,510 110,380

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,043 41,419

 

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

半期報告書

22/53



  
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

貸付による支出  － △500,000

投資有価証券の取得による支出  △3,509 △4,691

有形固定資産の取得による支出  △81,263 △155,228

有形固定資産の売却による収入  － 100

無形固定資産の取得による支出  △71,598 △128,590

敷金及び保証金の差し入れによる支出  △2,901 △71,591

敷金及び保証金の返還による収入  1,514 121,512

賃貸不動産の売却による収入  9,710 －

その他  587 △1,208

投資活動によるキャッシュ・フロー  △147,460 △739,697

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出  △103 △664

配当金の支払額  △89,417 △115,603

財務活動によるキャッシュ・フロー  △89,521 △116,267

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △232,938 △814,545

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  771,269 1,585,814

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※ 538,331 771,269
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　１社

連結子会社名

ジェイ・エス・エンジニアリング㈱

連結子会社の数　　１社

連結子会社名

同左

２．持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項

　連結子会社の中間会計期間の末日は、中間連結決算

日と一致しております。

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致

しております。

４．会計処理基準に関する事項 (イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 (イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均法に

より算定）

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

商品

　当社及び連結子会社は主として総平均法に

よる原価法を採用しております。

②　たな卸資産

商品

同左

 仕掛品

　当社及び連結子会社は主として個別法によ

る原価法を採用しております。

仕掛品

同左
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ①　有形固定資産

　当社及び連結子会社は定率法を採用しており

ます。

　ただし、賃貸資産については、定額法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

①　有形固定資産及び賃貸不動産

　当社及び連結子会社は定率法を採用しており

ます。

　ただし、賃貸資産については、定額法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

 賃貸資産　　　　　　　５年

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　４～20年

賃貸資産　　　　　　　５年

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　４～20年

賃貸不動産　　　　　　47年

  （会計方針の変更）

　当社および連結子会社は法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以後

に取得した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影

響は軽微であります。

 （追加情報）

　当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定

資産について、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

　これによる当連結会計年度の損益に与える影

響は軽微であります。

 ②　無形固定資産

　当社及び連結子会社は定額法を採用しており

ます。

　賃貸ソフトウェアの主な耐用年数は３年～６

年であります。

　市場販売目的のソフトウェアについては、見込

販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年

以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれ

か大きい額を償却する方法を採用しておりま

す。

　自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

②　無形固定資産

同左　
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準

 ①　貸倒引当金

　売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社及び連結子会社は一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　当社及び連結子会社は従業員賞与の支給に充

てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期

間負担額を計上しております。

②　賞与引当金

　当社及び連結子会社は従業員賞与の支給に充

てるため、支給見込額の当期負担額を計上して

おります。

 ③　受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当中

間連結会計期間末時点で将来の損失が見込ま

れ、かつ、当該損失を合理的に見積ることが可能

なものについては、損失見込額を計上しており

ます。

③　　　　　　　――――――

 ④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、各中間連結会

計期間末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しておりましたが、平成20

年３月31日をもって退職一時金制度及び規約型

確定給付企業年金制度を廃止し、平成20年４月

１日に確定拠出年金制度に移行しました。

 （追加情報）

　当社及び連結子会社は、平成20年４月１日に、

確定拠出年金制度（前払い退職金制度を含む）

へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を

適用しております。

　本移行に伴う影響額は以下の通りであります。

退職給付債務の減少 1,300,489 千円

年金資産の減少 △549,261 千円

未認識過去勤務債務 122,144 千円

未認識数理計算上の差異 △59,476 千円

退職給付引当金の減少 813,894 千円

確定拠出制度への資産移換額 361,368 千円

退職給付制度移行益 452,526 千円

　確定拠出年金制度への資産移換額361,368千円

は、６年間で移換する予定であります。なお、当

中間会計期間末時点における未移換額358,998千

円は、未払金及び長期未払金に計上しておりま

す。

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用を減額処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

 ⑤　リース解約損失引当金

　転貸リース取引において受取リース料の回収

が見込めなくなったため、将来確実に発生する

と見込まれる支払リース料相当額を当中間連結

会計期間の損失として計上しております。　

⑤　リース解約損失引当金

　転貸リース取引において転貸先の経営環境の

変化により、受取リース料の回収が見込めなく

なったため、将来確実に発生すると見込まれる

支払リース料相当額を当期の損失として計上し

ております。　
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 ⑥　事業整理損失引当金

　不採算事業からの撤退に伴い将来発生が予想

される損失額を合理的に見積り計上しておりま

す。　

⑥　　　　　　　――――――

　

 ⑦　瑕疵補修費用引当金

　特定プログラムの瑕疵補修に充てるため、将来

発生が予想される瑕疵補修費用を合理的に見積

り計上しております。　

⑦　　　　　　　――――――

　

 (ニ）重要なリース取引の処理方法

　当社及び連結子会社は、リース物件の所有権が借

主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

(ニ）重要なリース取引の処理方法

同左

 (ホ）その他中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項

(ホ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 　　消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　　消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

※１　消費税等の表示方法

仮受消費税等と仮払消費税等の中間期末残高の相殺後の金額

は、流動資産の「その他」及び流動負債の「その他」に含めてお

ります。

※１　　　　　　　　　　――――――

※２　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額は301,453千

円であります。

※２　有形固定資産の減価償却累計額は113,122千円であります。
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（中間連結損益計算書関係）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

給料手当・賞与 338,386 千円

賞与引当金繰入額 4,593 千円

受注損失引当金繰入額 343,200 千円

貸倒引当金繰入額 669,450 千円

販売促進費 83,917 千円

役員報酬 43,115 千円

給料手当・賞与 498,359 千円

賞与引当金繰入額 9,804 千円

退職給付費用 21,878 千円

福利厚生費 66,057 千円

地代家賃 76,792 千円

貸倒引当金繰入額 4,108 千円

※２　前期損益修正益の内訳は次のとおりであります。　　

過年度賃貸資産減価償却費過大計上 951 千円

過年度賃貸ソフトウェア減価償却費過大計上 4,558 千円

合計 5,510 千円

※２　　　　　　　　　　　――――――

※３　前期損益修正損の内訳は次のとおりであります。　　

過年度売上原価過少計上 872 千円

過年度ソフトウェア減価償却費過少計上 7,728 千円

合計 8,600 千円

※３　　　　　　　　　　　――――――

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。　　　

賃貸不動産 1,000 千円

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

土地 400 千円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。　　　

工具器具及び備品 520 千円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具及び備品 4,969 千円

※６　減損損失　　　　　　

当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

東京
都渋
谷区
他

動画広告
サービス
事業用資
産

工具器具及び備品

リース資産

139,443

124,990

　 　 合計　 264,434

当社グループは、事業用資産を継続的に収支の把握を行ってい

る管理会計上の単位である事業部別にグルーピングしており、売

却予定資産については、個別物件をグルーピングの最小単位とし

て減損損失の兆候を判定しております。

当中間連結会計期間において、不採算事業の整理縮小を含めた

見直しを行った結果、将来の営業キャッシュ・フローが継続して

マイナスとなることが見込まれる動画広告サービス事業から撤退

することを平成20年７月31日開催の取締役会において決議いたし

ました。なお資産グループを売却する事は事実上困難であり、資産

グループの回収可能価額は零と判断した為、帳簿価額の264,434千

円の全額を減損損失として特別損失に計上しております。

※６　　　　　　　　　　　――――――
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当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

※７　リース解約損失引当金繰入額

転貸リース取引において受取リース料の回収が見込めなくなっ

たため、将来確実に発生すると見込まれる支払リース料相当額を

当中間連結会計期間の損失として計上しております。　

※７　リース解約損失引当金繰入額　　　　　　

転貸リース取引において転貸先の経営環境の変化により、受取

リース料の回収が見込めなくなったため、将来確実に発生すると

見込まれる支払リース料相当額を当期の損失として計上しており

ます。

※８　事業整理損失引当金繰入額

事業整理損失引当金繰入額は、動画広告サービス事業からの撤

退に伴い発生する損失であり、減損対象としたリース資産に係る

将来支払リース料のうち利息相当額を計上しております。

※８　　　　　　　　　　　――――――
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 26,051,832 ― ― 26,051,832

合計 26,051,832 ― ― 26,051,832

自己株式     

普通株式　　（注） 10,158 598 ― 10,756

合計 10,158 598 ― 10,756

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加598株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日

定時株主総会
普通株式 91,145 3.5 平成19年12月31日 平成20年３月31日

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 26,051,832 ― ― 26,051,832

合計 26,051,832 ― ― 26,051,832

自己株式     

普通株式　　（注） 7,542 2,616 ― 10,158

合計 7,542 2,616 ― 10,158

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加2,616株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 117,199 4.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年３月28日

定時株主総会
普通株式 91,145 利益剰余金 3.5 平成19年12月31日 平成20年３月31日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 538,331千円

投資その他の資産に計上されている
「長期性預金」

1,000,000千円

計 1,538,331千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,000,000千円

現金及び現金同等物 538,331千円

現金及び預金勘定 771,269千円

投資その他の資産に計上されている
「長期性預金」

1,000,000千円

計 1,771,269千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,000,000千円

現金及び現金同等物 771,269千円
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（リース取引関係）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側） （借主側）　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額
 

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

減損損失
累計額相
当額

(千円)　

中間期末
残高相当
額

(千円)

工具器具及び
備品

174,605 47,420 124,990 2,193

合計 174,605 47,420 124,990 2,193

 

取得価額相当
額
 

(千円)

減価償却累計
額相当額
 

(千円)

期末残高相当
額
 

(千円)

工具器具及び
備品

1,062,722 338,212 724,510

合計 1,062,722 338,212 724,510

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 33,154 千円

１年超 94,049 千円

合計 127,203 千円

リース資産減損勘定の残高 124,990 千円

   

１年内 205,033 千円

１年超 541,915 千円

合計 746,949 千円

　上記の他、転貸リース取引に係る未経過リース料中間期末残高相

当額は以下のとおりです。

　上記の他、転貸リース取引に係る未経過リース料期末残高相当額

は以下のとおりです。

１年内 400,304 千円

１年超 333,833 千円

合計 734,138 千円

１年内 451,857 千円

１年超 533,635 千円

合計 985,493 千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 116,726 千円

減価償却費相当額 105,244 千円

支払利息相当額 14,726 千円

減損損失 124,990 千円

支払リース料 203,194 千円

減価償却費相当額 159,316 千円

支払利息相当額 25,982 千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については、利息法によっておりま

す。

同左

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（貸主側） （貸主側）

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 400,304 千円

１年超 333,833 千円

合計 734,138 千円

１年内 451,857 千円

１年超 533,635 千円

合計 985,493 千円

　上記はすべて転貸リース取引に係る未経過リース料中間期末残

高相当額です。

　上記はすべて転貸リース取引に係る未経過リース料期末残高相

当額です。
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（有価証券関係）

当中間連結会計期間末（平成20年６月30日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 75,719 104,503 28,783

(2）債券    

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

合計 75,719 104,503 28,783

　（注）　株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行うこととしております。

　なお、当中間連結会計期間において、減損処理された株式はありません。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券 －

(2）その他有価証券  

非上場株式 80,650

前連結会計年度末（平成19年12月31日現在）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 72,210 106,531 34,321

(2）債券    

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

合計 72,210 106,531 34,321

　（注）　その他有価証券で時価のあるものの減損にあたりましては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％

以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を

考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。
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２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）満期保有目的の債券 －

(2）その他有価証券  

非上場株式 80,650

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年４月１日　

至平成19年12月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年４月１日　

至平成19年12月31日）

　当社グループはストック・オプション、自社株式オプションまたは自社株式の交付をしておらず、該当事項はあ

りません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年４月１日　

至平成19年12月31日）において、当連結グループはソフトウェア開発及びこれに関連するコンピュータ機器の販

売等の情報サービス事業を展開しており、単一事業のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

【所在地別セグメント情報】

　当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年４月１日　

至平成19年12月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、

該当事項はありません。

【海外売上高】

　当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年４月１日　

至平成19年12月31日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。

（１株当たり情報）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 　67円51銭

１株当たり中間純損失 　77円53銭

１株当たり純資産額 148円66銭

１株当たり当期純損失 13円88銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につい

ては、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

中間（当期）純損失（千円） 2,018,886 361,391

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円）
2,018,886 361,391

期中平均株式数（千株） 26,041 26,042

（重要な後発事象）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。 同左　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金  518,175   730,329   

２．売掛金  1,475,192   994,384   

３．たな卸資産  833,664   1,099,089   

４．未収還付法人税等  －   18,998   

５．未収入金  459,078   455,912   

６．繰延税金資産  203,405   212,552   

７．短期貸付金  500,000   500,000   

８．その他  193,304   59,870   

貸倒引当金  △672,586   △3,136   

流動資産合計   3,510,235 64.1  4,068,001 62.9

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産 ※２       

(1）賃貸資産  93,108   46,465   

(2）建物  78,845   85,829   

(3）工具器具及び備品  62,039   214,487   

(4）土地  25,229   25,229   

(有形固定資産合計)  259,222   372,011   

２．無形固定資産        

(1）賃貸ソフトウェア  97,701   70,611   

(2）ソフトウェア  89,807   90,339   

(3）ソフトウェア仮勘定  28,002   11,775   

(4）その他  9,348   9,348   

(無形固定資産合計)  224,859   182,074   

３．投資その他の資産 ※２       

(1）投資有価証券  185,153   187,181   

(2）保証金  292,736   289,880   

(3）会員権  26,300   26,300   

(4）賃貸不動産  －   10,765   

(5）長期性預金  1,000,000   1,000,000   

(6）破産更生債権等  10,859   12,472   

(7）繰延税金資産  －   356,976   

(8）その他  0   0   

貸倒引当金  △34,759   △36,372   

(投資その他の資産合計)  1,480,289   1,847,204   

固定資産合計   1,964,370 35.9  2,401,290 37.1

資産合計   5,474,606 100.0  6,469,291 100.0
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当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金  676,030   416,318   

２．未払金  330,306   280,124   

３．未払法人税等  14,699   5,150   

４．前受金  570,619   441,042   

５．預り金  269,290   107,397   

６．１年以内リース資産減損勘定  34,088   －   

７．賞与引当金  59,217   66,375   

８．受注損失引当金  343,200   －   

９．１年以内リース解約損失引当金  96,370   －   

10．１年以内事業整理損失引当金  2,741   －   

11．瑕疵補修費用引当金  42,000   －   

12．その他 ※１ 63,289   71,236   

流動負債合計   2,501,852 45.7  1,387,645 21.4

Ⅱ　固定負債        

１．長期未払金  305,362   14,118   

２．リース資産減損勘定  90,902   －   

３．繰延税金負債  6,100   －   

４．退職給付引当金  －   835,948   

５．リース解約損失引当金  816,834   124,042   

６．事業整理損失引当金  7,310   －   

７．その他  27,450   －   

固定負債合計   1,253,960 22.9  974,108 15.1

負債合計   3,755,812 68.6  2,361,753 36.5

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   1,302,591 23.8  1,302,591 20.1

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  1,883,737   1,883,737   

資本剰余金合計   1,883,737 34.4  1,883,737 29.1

３．利益剰余金        

(1）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  △1,481,355   903,995   

利益剰余金合計   △1,481,355 △27.1  903,995 14.0

４．自己株式   △3,277 △0.0  △3,173 △0.0

株主資本合計   1,701,696 31.1  4,087,150 63.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   17,097 0.3  20,386 0.3

評価・換算差額等合計   17,097 0.3  20,386 0.3

純資産合計   1,718,794 31.4  4,107,537 63.5

負債純資産合計   5,474,606 100.0  6,469,291 100.0
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②【中間損益計算書】

  
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   4,694,848 100.0  6,637,845 100.0

Ⅱ　売上原価   4,102,968 87.4  5,293,149 79.7

売上総利益   591,880 12.6  1,344,695 20.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費   1,840,738 39.2  1,143,608 17.2

営業利益又は営業損失（△）   △1,248,858 △26.6  201,086 3.0

Ⅳ　営業外収益 ※１  12,698 0.3  17,705 0.3

Ⅴ　営業外費用 　  447 0.0  1,125 0.0

経常利益又は経常損失（△）   △1,236,607 △26.3  217,666 3.3

Ⅵ　特別利益 ※２  461,826 9.8  19,994 0.3

Ⅶ　特別損失 ※３  1,139,784 24.3  161,713 2.4

税引前中間純損失（△）又は税
引前当期純利益

  △1,914,565 △40.8  75,946 1.1

法人税、住民税及び事業税  5,167   9,091   

法人税等調整額  374,471 379,638 8.1 175,300 184,391 2.8

中間（当期）純損失（△）   △2,294,204 △48.9  △108,444 △1.6
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③【中間株主資本等変動計算書】

当中間会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 1,883,737 903,995 903,995 △3,173 4,087,150

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当   － △91,145 △91,145  △91,145

中間純損失   － △2,294,204 △2,294,204  △2,294,204

自己株式の取得   －  － △103 △103

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
  －  －  －

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － △2,385,350 △2,385,350 △103 △2,385,454

平成20年６月30日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 1,883,737 △1,481,355 △1,481,355 △3,277 1,701,696

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日　残高

（千円）
20,386 20,386 4,107,537

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当  － △91,145

中間純損失  － △2,294,204

自己株式の取得  － △103

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△3,289 △3,289 △3,289

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△3,289 △3,289 △2,388,743

平成20年６月30日　残高

（千円）
17,097 17,097 1,718,794

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年４月１日　至平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 1,883,737 1,129,639 1,129,639 △2,509 4,313,458

事業年度中の変動額        

剰余金の配当   － △117,199 △117,199  △117,199

当期純損失   － △108,444 △108,444  △108,444

自己株式の取得   －  － △664 △664

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
  －  －  －

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － △225,643 △225,643 △664 △226,308
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

平成19年12月31日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 1,883,737 903,995 903,995 △3,173 4,087,150

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高

（千円）
27,511 27,511 4,340,970

事業年度中の変動額    

剰余金の配当  － △117,199

当期純損失  － △108,444

自己株式の取得  － △664

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△7,124 △7,124 △7,124

事業年度中の変動額合計

（千円）
△7,124 △7,124 △233,432

平成19年12月31日　残高

（千円）
20,386 20,386 4,107,537
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

商品

　総平均法による原価法を採用しております。

(2）たな卸資産

商品

同左

 仕掛品

　個別法による原価法を採用しております。

仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、賃貸資産については、定額法を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

　定率法を採用しております。

　ただし、賃貸資産については、定額法を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 賃貸資産　　　　　　　５年

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　４～20年

賃貸資産　　　　　　　５年

建物　　　　　　　８～15年

工具器具及び備品　４～20年

賃貸不動産　　　　　　47年

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成

19年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

　これによる当事業年度の損益に与える影響は

軽微であります。

（追加情報）　

  法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産について、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　これによる当事業年度の損益に与える影響は

軽微であります。
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項目
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 (2）無形固定資産

　賃貸ソフトウェアについては、定額法を採用して

おります。主な耐用年数は３年～６年であります。

　市場販売目的のソフトウェアについては、見込販

売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以

内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大

きい額を償却する方法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2）無形固定資産

同左　

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のう

ち当中間会計期間負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のう

ち当期負担額を計上しております。

 (3）受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当中間

会計期間末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当

該損失を合理的に見積ることが可能なものについ

ては、損失見込額を計上しております。

(3）　　　　　　　――――――

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、各中間会計期間

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しておりましたが、平成20年３月31日

をもって退職一時金制度及び規約型確定給付企業

年金制度を廃止し、平成20年４月１日に確定拠出

年金制度に移行しました。

　（追加情報）

　当社は、平成20年４月１日に、確定拠出年金制度

（前払い退職金制度を含む）へ移行し、「退職給

付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は以下の通りであります。

退職給付債務の減少 1,300,489 千円

年金資産の減少 △549,261 千円

未認識過去勤務債務 122,144 千円

未認識数理計算上の差異 △59,476 千円

退職給付引当金の減少 813,894 千円

確定拠出制度への資産移換額 361,368 千円

退職給付制度移行益 452,526 千円

　確定拠出年金制度への資産移換額361,368千円は、

６年間で移換する予定であります。なお、当中間会

計期間末時点における未移換額358,998千円は、未

払金及び長期未払金に計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用を減額処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。
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項目
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 (5）リース解約損失引当金

　転貸リース取引において受取リース料の回収が

見込めなくなったため、将来確実に発生すると見

込まれる支払リース料相当額を当中間会計期間の

損失として計上しております。

(5）リース解約損失引当金

　転貸リース取引において転貸先の経営環境の変

化により、受取リース料の回収が見込めなくなっ

たため、将来確実に発生すると見込まれる支払

リース料相当額を当期の損失として計上しており

ます。

 (6）事業整理損失引当金

　不採算事業からの撤退に伴い将来発生が予想さ

れる損失額を合理的に見積り計上しております。

(6）　　　　　　――――――

 (7）瑕疵補修費用引当金

　特定プログラムの瑕疵補修に充てるため、将来発

生が予想される瑕疵補修費用を合理的に見積り計

上しております。

(7）　　　　　　――――――

　

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左

５．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※１　消費税等の表示方法 仮受消費税等と仮払消費税等の中間期末残高

の相殺後の金額は、流動負債の「その他」に含

めております。

─────

※２　減価償却累計額及び減損損失累計額   

有形固定資産

投資その他の資産

301,163 千円

― 千円

112,823 千円

11,830 千円

　３　債務保証 ───── ジェイ・エス・エンジニアリング㈱のリース

会社からのリース契約残高に対し、債務保証を

行っております。

　リース残高 286,657 千円
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（中間損益計算書関係）

項目
当中間会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

※１　営業外収益の主要項目   

受取利息及び配当金

債務整理益

受取手数料

8,435 千円

2,439 千円

1,205 千円

11,881 千円

― 千円

1,956 千円

※２　特別利益の主要項目   

退職給付制度移行益 452,526 千円 ― 千円

※３　特別損失の主要項目   

リース解約損失引当金繰入額

減損損失

820,697 千円

264,434 千円

当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上して

おります。

場所 用途 種類
減損損失
（千円）

東京
都渋
谷区
他

動画
広告
サー
ビス
事業
用資
産

工具器具及び備品

リース資産

139,443

124,990

　 　 合計　 264,434

当社は、事業用資産を継続的に収支の把

握を行っている管理会計上の単位である事

業部別にグルーピングしており、売却予定

資産については、個別物件をグルーピング

の最小単位として減損損失の兆候を判定し

ております。

当中間会計期間において、不採算事業の

整理縮小を含めた見直しを行った結果、将

来の営業キャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなることが見込まれる動画広告

サービス事業から撤退することを平成20年

７月31日開催の取締役会において決議いた

しました。なお資産グループを売却する事

は事実上困難であり、資産グループの回収

可能価額は零と判断した為、帳簿価額の

264,434千円の全額を減損損失として特別損

失に計上しております。　

124,042 千円

― 千円

　４　減価償却実施額   

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

55,560 千円

25,643 千円

54 千円

60,647 千円

32,633 千円

255 千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式　　　（注） 10,158 598 ― 10,756

合計 10,158 598 ― 10,756

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加598株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式　　　（注） 7,542 2,616 ― 10,158

合計 7,542 2,616 ― 10,158

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加2,616株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

半期報告書

47/53



（リース取引関係）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側） （借主側）　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額
 

(千円)

減価償却
累計額相
当額

(千円)

減損損失
累計額相
当額

(千円)

中間期末
残高相当
額

(千円)

工具器具及び
備品

174,605 47,420 124,990 2,193

合計 174,605 47,420 124,990 2,193

 

取得価額相当
額
 

(千円)

減価償却累計
額相当額
 

(千円)

期末残高相当
額
 

(千円)

工具器具及び
備品

1,062,722 338,212 724,510

合計 1,062,722 338,212 724,510

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 33,154 千円

１年超 94,049 千円

合計 127,203 千円

リース資産減損勘定の残高 124,990 千円

   

１年内 205,033 千円

１年超 541,915 千円

合計 746,949 千円

　上記の他、転貸リース取引に係る未経過リース料中間期末残高相

当額は以下のとおりです。

　上記の他、転貸リース取引に係る未経過リース料中間期末残高相

当額は以下のとおりです。

１年内 400,304 千円

１年超 333,833 千円

合計 734,138 千円

１年内 451,857 千円

１年超 533,635 千円

合計 985,493 千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 116,726 千円

減価償却費相当額 105,244 千円

支払利息相当額 14,726 千円

減損損失 124,990 千円

支払リース料 203,194 千円

減価償却費相当額 159,316 千円

支払利息相当額 25,982 千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については、利息法によっておりま

す。

同左

 （減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありません。

２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

２．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（貸主側） （貸主側）

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 400,304 千円

１年超 333,833 千円

合計 734,138 千円

１年内 451,857 千円

１年超 533,635 千円

合計 985,493 千円

　上記はすべて転貸リース取引に係る未経過リース料中間期末残

高相当額です。

　上記はすべて転貸リース取引に係る未経過リース料期末残高相

当額です。
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（有価証券関係）

　当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 　66円０銭

１株当たり中間純損失 88円10銭

１株当たり純資産額 157円73銭

１株当たり当期純損失 4円16銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につい

ては、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

  

　（注）　１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

中間（当期）純損失（千円） 2,294,204 108,444

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純損失（千円） 2,294,204 108,444

期中平均株式数（千株） 26,041 26,042

（重要な後発事象）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

該当事項はありません　 同左　

（２）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

ジャパンシステム株式会社(E04820)

半期報告書

49/53



第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第39期）（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）平成20年３月31日関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書

　平成20年８月８日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

     平成20年10月24日

      

ジャパンシステム株式会社     

取締役会　御中     

     

      

  あずさ監査法人

   
指定社員

業務執行社員
公認会計士 大　塚　敏　弘　　印

      

   
指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐　藤　　勝　　　印

      

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るジャパンシステム株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

20年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、ジャパンシステム株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

    平成20年10月24日

ジャパンシステム株式会社     

取締役会　御中     

      

  　 あずさ監査法人

   
指定社員

業務執行社員
公認会計士 大　塚　敏　弘　　印

      

   
指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐　藤　　勝　　　印

      

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るジャパンシステム株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第40期事業年度の中間会計期間（平成20

年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ジャパンシステム株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１

月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。
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